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○救急救命士法 
 

（業務） 

第４３条 救急救命士は、保健師助産師看護師法(昭和２３年法律第２０３号)第３１条第１項及

び第３２条の規定にかかわらず、診療の補助として救急救命処置を行うことを業とすることが

できる。 

２ 前項の規定は、第９条第１項の規定により救急救命士の名称の使用の停止を命ぜられている

者については、適用しない。 

（特定行為等の制限） 

第４４条 救急救命士は、医師の具体的な指示を受けなければ、厚生労働省令で定める救急救命

処置を行ってはならない。 

２ 救急救命士は、救急用自動車その他の重度傷病者を搬送するためのものであって厚生労働省

令で定めるもの(以下この項及び第５３条第２号において「救急用自動車等」という。)以外の

場所においてその業務を行ってはならない。ただし、病院又は診療所への搬送のため重度傷病

者を救急用自動車等に乗せるまでの間において救急救命処置を行うことが必要と認められる場

合は、この限りでない。 

 

○救急救命士法施行規則 
 

（法第４４条第１項の厚生労働省令で定める救急救命処置）  

第２１条  法第４４条第１項 の厚生労働省令で定める救急救命処置は、重度傷病者（その症状

が著しく悪化するおそれがあり、又はその生命が危険な状態にある傷病者をいう。以下次条に

おいて同じ。）のうち心肺機能停止状態の患者に対するものであって、次に掲げるものとする。  

１  厚生労働大臣の指定する薬剤を用いた静脈路確保のための輸液  

２  厚生労働大臣の指定する器具による気道確保  

３  厚生労働大臣の指定する薬剤の投与  

 

○救急救命処置の範囲等について 
 （改正 平成２１年３月２日 医政指発第 0302001 号医政局指導課長通知） 

 

１ 救急救命士法（以下「法」という。）第２条第１項に規定する救急救命処置とは、「その症

状が著しく悪化するおそれがあり、又はその生命が危険な状態にある傷病者（以下「重度傷

病者」という。）が病院又は診療所に搬送されるまでの間に、当該重度傷病者に対して行われ

る気道の確保、心拍の回復その他の処置であって、当該重度傷病者の症状の著しい悪化を防

止し、又はその生命の危険を回避するために緊急に必要なもの」であり、その具体的範囲は、

別紙１のとおりであること。 

２ 法第４４条第１項及び救急救命士法施行規則第２１条の規定により、心肺機能停止状態の

患者に対する別紙１の（２）、（３）及び（４）に掲げる救急救命処置は、医師の具体的指示

を受けなければ、行ってはならないものであること。 

   なお、これらの救急救命処置の具体的内容及び医師の具体的指示の例については、別紙２

を参照されたい。 
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（別紙１） 

 

救急救命処置の範囲 

 

(1) 自動体外式除細動器による除細動 

・処置の対象となる患者が心臓機能停止の状態であること。 

(2) 乳酸リンゲル液を用いた静脈路確保のための輸液（別紙２参照） 

(3) 食道閉鎖式エアウェイ、ラリンゲアルマスク又は気管内チューブによる気道確保（別紙２参

照） 

・気管内チューブによる気道確保については、その処置の対象となる患者が心臓機能停止の状

態及び呼吸機能停止の状態であること。 

(4) エピネフリンの投与（(8)の場合を除く。）（別紙２参照） 

・エピネフリンの投与（(8)の場合を除く。）については、その処置の対象となる患者が心臓機

能停止の状態であること。 

(5) 精神科領域の処置 

・精神障害者で身体的疾患を伴う者及び身体的疾患に伴い精神的不穏状態に陥っている者に対

しては、必要な救急救命処置を実施するとともに、適切な対応をする必要がある。 

(6) 小児科領域の処置 

・基本的には成人に準ずる。 

・新生児については、専門医の同乗を原則とする。 

(7) 産婦人科領域の処置 

・墜落産時の処置……臍帯処置(臍帯結紮・切断) 

胎盤処理 

新生児の蘇生(口腔内吸引、酸素投与、保温) 

・子宮復古不全(弛緩出血時)……子宮輪状マッサージ 

(8)自己注射が可能なエピネフリン製剤によるエピネフリンの投与 

・処置の対象となる重度傷病者があらかじめ自己注射が可能なエピネフリン製剤を交付されて

いること。 

(9) 聴診器の使用による心音・呼吸音の聴取 

(10) 血圧計の使用による血圧の測定 

(11) 心電計の使用による心拍動の観察及び心電図伝送 

(12) 鉗子・吸引器による咽頭・声門上部の異物の除去 

(13) 経鼻エアウェイによる気道確保 

(14) パルスオキシメーターによる血中酸素飽和度の測定 

(15) ショックパンツの使用による血圧の保持及び下肢の固定 

(16) 自動式心マッサージ器の使用による体外式胸骨圧迫心マッサージ 

(17) 特定在宅療法継続中の傷病者の処置の維持 

(18) 口腔内の吸引 

(19) 経口エアウェイによる気道確保 

(20) バッグマスクによる人工呼吸 

(21) 酸素吸入器による酸素投与 

(22) 気管内チューブを通じた気管吸引 
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（別紙２） 

医師の具体的指示を必要とする救急救命処置 

項目 処置の具体的内容 医師の具体的指示の例 

(1) 乳酸リンゲル液を用いた

静脈路確保のための輸液 

・留置針を利用して、上肢に

おいては①手背静脈、②橈

側皮静脈、③尺側皮静脈、

④肘正中皮静脈、下肢にお

いては①大伏在静脈、②足

背静脈を穿刺し、乳酸リン

ゲル液を用い、静脈路を確

保するために輸液を行う。 

・静脈路確保の適否、静脈路

確保の方法、輸液速度等 

(2) 食道閉鎖式エアウェイ、

ラリンゲアルマスク又は気

管内チューブによる気道確

保 

・食道閉鎖式エアウェイ、ラ

リンゲアルマスク又は気管

内チューブを用い、気道確

保を行う。 

・気道確保の方法の選定、(酸

素投与を含む)呼吸管理の方

法等 

(3) エピネフリンの投与（別紙

１の(8)の場合を除く。） 

・エピネフリンの投与（別紙１

の(8)の場合を除く。）を行

う。 

・薬剤の投与量、回数等 

〔共通事項〕 

① 医師が具体的指示を救急救命士に与えるためには、指示を与えるために必要な医療情報が医

師に伝わっていること及び医師と救急救命士が常に連携を保っていることが必要である。 

なお、医師が必要とする医療情報としては、全身状態(血圧、体温を含む。)、心電図、聴診

器による呼吸の状況などが考えられる。 

② 上記(1)、(2)及び(3)の処置は心肺機能停止状態の患者に対してのみ行うことが認められるも

のであるが、心肺機能停止状態の判定は、原則として、医師が心臓機能停止又は呼吸機能停止

の状態を踏まえて行わなければならない。 

但し、気管内チューブによる気道確保については、心臓機能停止の状態及び呼吸機能停止の

状態である患者に対してのみ行うことが認められ、エピネフリンの投与（別紙１の(8)の場合を

除く。）については、心臓機能停止の状態である患者に対して行うことが認められる。 

・心臓機能停止の状態とは、心電図において、心室細動、心静止、電導収縮解離、無脈性心室

頻拍の場合又は臨床上、意識がなく、頸動脈、大腿動脈(乳児の場合は上腕動脈)の拍動が触

れない場合である。 

・呼吸機能停止の状態とは、観察、聴診器等により、自発呼吸をしていないことが確認された

場合である。 

 

 


